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春日市議会 近未来２１・翔春会・春風会 

合同会派行政視察 

 

期  日：平成２６年１１月０６日～０７日（１泊２日） 

視 察 先 ：神奈川県川崎市「川崎資産マネジメントプランについて」 

               神奈川県横浜市「横浜市体育協会の法人化と運営について」 

視察行程：別紙参照 

 

 

 

１．神奈川県川崎市「かわさき資産マネジメントプラン」について 

 川崎市においては多くの社会教育施

設、福祉施設、商業・産業施設、学校

施設、市営住宅や道路、橋梁など、い

わゆる公共施設を数多く有している。

しかしこれらの多くは高度経済成長期

に造られたものが多く高寿命化によっ

て建物等の更新を余儀なくされている。

しかしながら今後の人口の増減の推移

など、来るべき社会の変化に対応して

これらの資産を効率的かつ効果的に運用して行く事が求められ「かわさき資産

マネジメントプラン」の作成に至った。 

 資産マネジメントの大きな柱としては、今後建て替えを行う公共財について

は「高寿命化」（学校は８０年、市営住宅で７０年）※１を目指し、この事が合わ

せて環境への負担軽減にもつながるものとした。また人口は東京都市圏の交通

の利便性の良さから常に微増を続けてはいるものの、高齢化率の上昇もあり、

加えて人口統計では２０３０年を頭打ちに微減が続くものと予想もされている。

当然の様にその際には高齢化率も上昇し財政の硬直化が懸念される。この為こ

の取り組みは急務であったと言える。しかしながら一方で、多くの政令指定都

市の中で市民一人当たりの公共建築物延べ床面積は住宅市場の良さも手伝って、

これが最も低く、その意味では取り組みが容易であったともいえる。しかしな

がら近年においては実行の増加で小中学校等の建設は続いておりこの面積も微

増している。こういった点も踏まえて資産の適正管理に努めている所である。 
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 加えて、現在所有している資産の有効活用についても取り組みを行っている。

こういった取り組みに対しては大抵の場合、このプロジェクトに関わる主管部

署が一方的に様々なアイデアを出し、これに他の部課を従わせるケースが殆ど

であるが、この場合往々にして全庁内のコンセンサツが得られず掛け声倒れに

なる場合が多い。この点を考慮してか、川崎市においては其々の所管が、其々

が管理する公共財の有効活用の方法を出し合い実践している点が特徴的である。

この事によって全庁的な意識として資産の有効活用※２を推進している。具体例

としては土地の貸し付けや広告の掲載、カフェやコンビニ、幼稚園の貸付まで

行っていた。 

 また「資産保有の最適化」も目指し

ている。これは資産の統廃合等で最も

適正な公共財の保有を目指すもので

ある。「川崎市消防局中原消防署」は

２１階建てのビルを建築し、その１～

３階部分を消防署として利用し、それ

以上の階については民間のホテルに

貸し出すと言う手法を取っている。こ

こから入る財源も市政運営に活かさ

れると言う手法である。また以前より

市が直営で行っていた病院も若干の手直し後、建物の有償譲渡を行い市民の介

護老人施設となっている例もある。これらの事により確実に財政の収入面で以

前より格段の進歩がある事も数字として表れている。 

 この取り組みは今後も継続的に続いていき、今後迎えるであろう公共財の更

新時期に合わせて「施設の高寿命化」「資産保有の最適化」「財産の有効活用」

を大きな柱として常にそれぞれを意識しつつ、これに適う形で行っていくよう

である。 

 これらの取組の背景としては、川崎市は数年前に「財政危機団体」に指定さ

れたこともあり、伸びない税収と今後の公共財の更新を適宜に行わなければ財

政破たんの危機に陥る可能性があった。高度経済成長期に造られた多くの公共

財は今後数年単位での建て替え等を迫られており、むやみやたらとこれを行な

えば間違いなく財政は危機的状況に陥ったであろう。この事は以前視察をさせ

て頂いた府中市に於いても同様の事が問題視されていた。多くの公共財が一度

に更新の時期を迎える多くの自治体にとってこれは決して他人事ではない。多

くの批判が集まる「箱もの」の公共投資の結果多くの地方自治体の財政は一時

的には潤ってもその後にそれらが大きな負担となっているケースは頻繁に目に

する。これらを機能的に集約し運営しようとする試みは大方正解であろう。加
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えて、川崎市においては既存の施設の建替え等の際に、立地等まで含めて現状

維持の選択は最下位になる様に設定をしてあった。即ち、既存の価値観よりも

将来的な、これは特に財政的な負担軽減が最優先すると言う事を当初より宣言

している点は特筆すべきであろう。この点に関しては、むしろ私も現状ある施

設が遠くに行く事の不便さを思えば、それを最優先で選択できない。ただ、こ

れは、川崎の様な公共交通が成熟している都市であるからと言う条件は付くか

もしれない。また公設民営の施設運営についても同様で、私自身説明者に対し

て「議会からの反発は無かったか」と質問したほどに、いくら合理的であると

言っても看過しがたい点があるのも事実だ。財政の健全化であるとか、加えて

公共施設の統廃合まで含めた合理化は一方で全く持って正しい。しかし一方で

間違いなく、本来は損得を捨てて行政が担うべき責任の放棄にも繋がりかねな

い。が、しかし、これを真剣に考えるのは、地方の「他に変わり得るサービス

が無い」場合であるのかも知れない。川崎の様に周辺都市も含めて市場が成熟

しきった場においては行政が担うべき役割の質も、地方とは随分様変わりをし

ているのかも知れない。 

 「親方日の丸」的な物の考え方が役

所に無いかと言えば嘘になろう。常に、

それこそ法律で決められた税収は確

保できるし国からも落ちては来る。し

かし、そこに胡坐をかいている訳には

行かない時代がそう遠くない未来に

やってくる。この際に、川崎市の様に

有効な資源を生かして財政に反映さ

せる努力は今後間違いなくどの自治

体にも求められるであろう。しかし、

一方で先程も言ったが損得勘定を遥かに超えた次元で行政が行政として行わな

ければならない事業もある。これを行う際に合理化のみが先に進めば戻れない

危険性も起こりうるであろう。間違いなくある程度の事業を民間に委託すれば

財政的には余裕が生まれる。しかし次にこれらの事業運営を間に求められた際

には、このノウハウを持つものが行政に１人もいないと言う憂慮すべき状況も

想定すべきだ。公の資産である以上受益者のみならず、全ての市民にとって有

益な使い方を模索するのは当然の事だ。ただ今後はこれまで我々が想定してい

なかった社会の変革が起こりうるであろう。その際には、本当の意味に於いて

市民にとっての「有益」とは何かをゆっくりと議論する時間が必要になってく

るのかも知れない。 

 全庁挙げての、それも革新的で斬新な行財政改革の取組をご説明頂いた。間
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違いなく、これに今後見習う自治体も多く出てくるであろう。大変貴重な御話

を拝聴させて頂いた。 

 

※１・・・この説明の際に「８０年の耐用性よりも原価を抑えて４０年で建て替えた方が良くないか」

と質問をさせて頂いた。回答としては「地震等の災害に備えるための機能を持たせるには簡易

式の建物は造れない」との事であった。地震の特に多いこの地域の事情、また全国的な耐震建

築物の流れを思えば当然の回答である。 

※２・・・この際も「活用効果バランスイメージ」を利用し、「歳入確保、歳出削減、サービス向上、雇

用促進、その他の効果」の項目を列挙する事で視覚的にも解り易い取り組みをしている。 

 

 

２．神奈川県横浜市「横浜市体育協会の法人化と運営について」 

 横浜市体育協会は昭和４年に設立され今年で既に８７年の歴史を誇る。昭和

６１年には市から１５００万円の援助を受け財団法人化している。その後、財

団法人横浜市スポーツ振興事業団と統合を行い、その後二度の増資を行って現

在に至っている。基本財産は約１億２千万で、その３分の２の７５００万円が

横浜市からの出資である。加盟団体は５１競技に及び地域体育団体数も１８と

圧倒的な規模を誇る。市内にある国内

最大の競技施設でもあり野外イベン

ト施設の日産スタジアムや横浜国際

プールをはじめとする４０以上の施

設の管理運営を指定管理者として横

浜市より委託され年間の事業収入は

市からの６億程度の補助金と合わせ

て約６５億に及び経常利益も６千万

円以上となっている。職員数も役員２

２名以外に固定職員や嘱託職員だけ

で２５０名を優に超え、各種スポーツイベントの開催や競技スポーツの推進、

加えて地域の運動促進や健康作り指導者の育成を行っている。大規模施設の運

営に関しては、当初市の体育振興課による年間スケジュールを決定した上で、

指定管理者による自主事業の割り振りを行っている。今後の課題としては、市

内各区の体育館の指定管理について４施設程が他の団体に負けている現状もあ

るのでこれを一層強化していきたいとの事であった。当然の事と言われればそ

れまでであるが、流石に人口３７０万の政令指定都市はそのスケールが違う。

日産スタジアムで行われる大きなイベントにおいては春日市の人口がそっくり

そのまま入場するような大会まで開催されると言うのだ。加えて言えば、昨年、
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春日市においては体育協会の体力強

化の為に５００万円の予算を組み、そ

の使い道について大変激しい議論に

なったが、年間の市からの補助金だけ

でも６億である。単純に春日市の人口

と横浜の人口を比較してその数を掛

けても２億にもならない。これほど大

きな金額が体育振興には必要である

と言う事であろう。年間の体育施設利

用者を見ても約１１００万人は凄ま

じい数字である。正直、規模があまりに大きすぎて質問するのも憚られるよう

な、そんな状況であった。唯一、気になっていた点はこれほどの規模と陣容を

誇る協会でありながら「障害者スポーツ協会」とは一線を画している点である。

これについてはやはり福祉の観点からの分離と言う事ではあったが、今後はス

ムーズな連携を目指していきたいとの事であった。 

 協会の理念は「いつまでもスポーツを楽しめる 明るく豊かな社会の実現」

であるらしい。ある意味規模が大きいだけにその運営に、先程も言ったが単純

に春日市の人口の３７倍と言う掛け算以上の大いなる負担がかかっている点は

あろうが、逆に言えば５０近い施設を擁し、その中にはワールドカップの決勝

戦まで開催されるような施設まであるのだ。市民としてみればどんな競技につ

いても市内の施設で対応できる巨大な利点もある。現に、加盟団体の中には「ス

キー競技」もあれば「カヌー競技」と言ったものまで含まれている。これは小

さな自治会では絶対に考えられない事だ。間違いなく悪い言い方をすれば図体

が大きい分小回りに欠ける点はあろう。競技団体数も凄まじい数字であるが、

その中の加盟クラブ数は凄まじい数字である※３。これらの意思統一は容易では

ないであろう。しかしそこは創立以来の永年に渡る、積み重ねてきた経験と、

豊潤な資金力、加えて様々な施設の

有効活用によって十二分に対応で

きているのであろう。羨ましい限り

である。子ども達の健全育成の為に

市外に持つ施設もありこのレパー

トリーの多さには唯々呆れるばか

りである。広がるニーズや価値観の

多様性を考えれば、ある意味、これ

くらいの規模の方が多くの競技者

の満足に応えられるのかも知れな
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い。非常に有意義な御話を聞かせて頂いた。 

 

 ※３・・・５１ある競技のうち、例えばサッカー協会に加盟しているクラブ数は３７１団体１万５千人。

バレーボールで４７６団体５千人。軟式野球の登録人数が３万５千人。グランドゴルフが７３

団体と規模と言うか桁が全く違う。 

 

 

【総括として】 

 

今回の神奈川県の二大政令指定都市の視察に関して、その感想を一言で言えば

「あまりに大きすぎて実感が湧かない」が正直なところである。例えば「市」

と言っても横浜市の人口は３７０万人である。単純に春日市の３７倍。しかし

考えて頂きたいのは、この横浜市より大きな県と言うのが埼玉、千葉、東京都、

大阪府、福岡の５つしかないのだ。純粋に４２県よりも大きな行政組織を市で

ありながらもっていると言う事になる。体育協会の規模やその運営状況を見る

に、これだけ小さなところでこれだけの人口規模や施設が集中すれば、それは

効率的な運営ができるであろう、と言うのが正直な気持ちだ。一度のイベント

で春日市の人口以上の人数が集まる団体にノウハウをお伺いするのも烏滸がま

しい事この上ない。これは正直な気持ちだ、しかしながら規模こそ大きいが基

本は同じであろうことは容易に想像が付く。やはり常に市民の側に立って、本

来の体育の持つ人間生活に対する重要性を考え続ける事は忘れてはいないはず

である。仮にこれを見失って協会の利益にのみ固執すれば、間違いなく生涯教

育としてのスポーツの持つ意味合いが薄れてもいくであろうし、市民の心も離

れていくであろう。となれば当然の様に指定管理者の指定も受けられはしない。

ただ、これは一般論として組織が抱えるある種の宿命でもあるが、組織はいつ

からかその存立の意義である所の目的を見失い、組織の存続そのものが目的と

かす場合が往々にして起こりうる。市から多くの補助金を受け、加えて市発注

の指定管理を受けている状況が長く続けば、いつからか市からの出向職員や退

職者を受け入れることが常態化し、現在も国の多くの外郭団体に見られるよう

な、まるで天下りの受け入れ機関としての存在意義が発生してくる危険性は大

いにありうる。逆に言えば、それほど大きな既得権益が発生する利益団体にな

りうる存在でもあると言う事だ。この点はきっと杞憂であろうが憂慮すべきか

もしれない。 

川崎市の資産活用についても間違いなくわが市の３０倍以上の公共資産を抱

えているのだ。本文でも紹介したが、例えば消防署とホテルの組み合わせと言

ったような有効活用を聞いても、正直ピンと来るものは無い。わが市にホテル
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など誘致したところで応募などある

訳も無い。しかし、これも横浜の例と

同じく規模こそ違え基本は同じであ

ろう。間違いなく今後迎えるであろう

高齢化や人口減少社会、加えてともす

ればマイナス成長の経済を見据えれ

ば、それこそ高度経済成長期の様に、

必要性が疑問視されるものは勿論、市

民からの要望の多いものであったと

しても無条件で建設する訳には行か

ない。例えば人口流入等で一時的に子供が増えても、それが数十年続く保証な

ど無いのだ。であれば、建設すべき学校施設はどうかすれば数十年後に違う用

途に耐えうる施設である必要もあろう。「８０年の耐用年数に耐えうる施設をつ

くる」とあったが、例えば学校施設一つをとっても私たちが通っていた学校と、

今の学校では全くの別物である。これに対応できるのかと言う疑問はある。し

かし、そういった小さい点を看過できるほどの大目標として資産の有効活用が

今後求められると言うのは全くの正論であろう。わが市に於いても少ないなが

らも公共財は抱えている。当然の事であるが、これを市民にとって価値ある財

産として有効活用していく工夫は財政面からも喫緊の課題として必要である。

決してこれらを負の財産としてはならない。スケールこそ大きく違うが基本理

念として学ぶべきものが非常に多かった事も紛れもない事実である。 

今回の視察に関しては、我々が委縮するくらいであるから、受け入れ先として

も非常に取るに足らない仕事を引き受けて頂いたと、この点大変恐縮もしてい

る。しかし大規模であるが故の様々な取り組みのダイナミズムの様なものもし

っかりと学ばせて頂いた。取捨選択の極意であるのかも知れない。この点を踏

まえて今後の市政に活かしていきたい。有意義な視察であった。関係各位に心

より感謝を申し上げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

視察日程表 
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